
（㎡あたり8,000円／月） （㎡あたり8,000円／月）

(基準) (大規模)

複数の事務所に対する業務または全社的な業務を行う部門
 ・調査・企画部門（事業、製品の企画・立案や市場調査を行う部門）
 ・情報処理部門（自社のための社内業務としてシステム開発等を行う部門）
 ・研究開発部門（基礎研究、応用研究、開発研究〈設計、デザインを含む新製品の試作等〉を行う部門）
 ・国際事業部門（輸出入に伴う貿易業務や海外事業を統括する部門）
 ・情報サービス事業部門（ソフトウェア開発、情報処理・提供サービス、映画・ビデオ制作、書籍等の出版等の
  業務を行う部門）
 ・その他管理部門（総務、経理、人事、その他の企業の管理業務を行う部門）

研究開発において重要な役割を担うもの

人材育成において重要な役割を担うもの

※地域再生法施行規則第8条に規定する特定業務施設　※工場や店舗は対象外

R6.4.1 現在

5,000万円
１回 ２回

１億円／回

金額

回数

上限額



オフィス賃料を8,000円/㎡と仮定して、2つの事例で交付額を試算しました。

■ 経済観光文化局 投資交流推進部 企業誘致課

●TEL: 092-711-4849　● F AX: 092-711-4354

●E-mail : invest@city.fukuoka.lg.jp
●〒810-8620 福岡市中央区天神1丁目8-1  14階

■ 福岡市 東京事務所
● TEL: 03-3261-9712　● FAX: 03-5276-7895
● E-mail: tokyooffice.GAPB@city.fukuoka.lg.jp
● 〒102-0093 東京都千代田区平河町2丁目4-1

 日本都市センター会館12階

福岡市立地交付金

交付金 内　訳

・正社員（福岡市民）

・正社員（市民以外）

・契約社員（福岡市民）

オフィス年間賃料5,760万円
（600㎡×8,000円×12月）
×1／4

・正社員（福岡市民）

・アルバイト（市民以外）

※派遣社員は対象外（直接雇用者が対象）

1,440万円賃料
への交付金

雇用
への交付金
（※1）

計

2,350万円

3,790万円

交付金 内　訳

オフィス年間賃料１億4,400万円
（1,500㎡×8,000円×12月）
×1／4×2回（大規模）

7,200万円

1億50万円

1億7,250万円

賃料
への交付金
（※2）

雇用
への交付金

計

（※1）雇用への交付金は、1年以上の継続雇用を確認した後に交付します。　
（※2）3,600万円×2回交付。

20名×100万円＝2,000万円

20名×10万円＝200万円

10名×15万円＝150万円

100名×100万円＝1億円

10名×5万円＝50万円

・東京の企業が、本社機能を移転
・本社機能のオフィス面積：600㎡
・本社機能に従事する
雇用人数：3年間で50名

・東京の企業が本社機能を移転
・本社機能のオフィス面積：1,500㎡
・本社機能に従事する
雇用人数：3年間で110名




